
（単位：円、％、人）

(割合)
新規雇用の失
業者に係る人
件費

(割合)

1 2 1 12 総務課
市史編さん紀要
企画事業

一般会計
総務費・総務管理
費・文書広報費

市史編さん費
（Ｐ２４）

鳥取市史第４巻（明治／政治・経済篇）の刊行にあ
たり、紀要の作成を企画したほか、第４巻の刊行に
伴う頒布作業を行った。あわせて、第６巻（大正
篇）の編さん作業を実施し、文献等のデジタルデー
タ化による整理業務を行った。

1,574,066 1,470,336 93.4 1,470,336 1 1 100.0

2 2 2 10 総務課
市史編さん資料
編集整理事業

一般会計
総務費・総務管理
費・文書広報費

市史編さん費
（Ｐ２４）

鳥取市史第４巻の編集・刊行にあたり、市史編さん
資料の収集、デジタルデータ化による文献等の整理
業務を行った。

908,095 862,030 94.9 862,030 1 1 100.0

3 2 1 1 職員課
障がい者雇用促
進に係る就労環
境等調査事業

一般会計
総務費・総務管理
費・一般管理費

補助職員費
（Ｐ２３）

障がい者雇用の積極的な推進を図るため、障がいの
種類や程度に応じた業務内容や勤務形態、各職場内
において必要となるサポート体制も含めた環境等の
調査・検討を行い、労務管理・業務体制の確立を図
るとともに、今後の継続した就労に向けた支援を
行った。

2,237,216 1,935,880 86.5 1,935,880 1 1 100.0

4 2 1 8 市民税課
ふるさと納税推
進事業

一般会計
総務費・徴税費・
税務総務費

税務事務費
（Ｐ２６）

「ふるさと納税」の寄附者にお礼の品として地元特
産品を進呈している。この度協賛企業を募って、お
礼の品の地元特産品等を全国に発信することにより
地元産品のＰＲと地元企業の振興につなげていくた
め補助職員を配置し、寄附者からの寄附申込みの受
付業務、クレジットカードによる寄附納付に対する
「Ｙａｈｏｏ公金支払い」との連絡調整、また地元
特産品発送にかかる寄附者及び協賛企業との連絡調
整等の業務を行った。

988,149 980,149 99.2 980,149 1 1 100.0

5 2 1 10 徴収課
市税等分割納付
管理による収入
確保事業

一般会計
総務費・徴税費・
賦課徴収費

徴収事務費
（Ｐ２６）

経済状況の停滞に伴い、税や国民健康保険料を定め
られた納期毎に支払えない市民が増加している。そ
れらの市民に対して分割納付での対応をおこなうこ
とで、月々の支出を平準化し納付しやすい環境を提
供し、未納等の発生を軽減するとともに、安心して
生活できる環境づくりを構築するため、分割納付管
理を行った。

5,923,320 5,702,568 96.3 5,702,568 8 8 100.0

6 1 1 8 1
中山間地域振興
課

首都圏・関西圏
移住定住相談員
設置事業

一般会計
総務費・総務管理
費・企画費

地域振興対策費
（Ｐ２５）

大都市圏において、新たに開発が進む物産の宣伝・
販路開拓並びに若者の鳥取市への就職・定住を強力
に支援する「首都圏・関西圏移住定住相談員」を配
置した。

7,216,000 3,922,723 54.4 3,922,723 2 2 100.0

7 2 1 6
中山間地域振興
課

中山間地域振興
推進員設置事業

一般会計
総務費・総務管理
費・企画費

地域振興対策費
（Ｐ２５）

中山間地域において、地域住民が主体的に取り組む
地域活性化活動を支援するとともに、関係機関等と
連携し、小規模高齢化集落等における見守り活動を
推進した。

1,937,499 1,822,511 94.1 1,822,511 1 1 100.0

8 1 1 6 3 協働推進課
地域コミュニ
ティ強化事業

一般会計
総務費・総務管理
費・諸費

地域振興費
（Ｐ２６）

最も基礎的な地域コミュニティである自治会の連合
組織「鳥取市自治連合会」の歴史や本市との協働に
よるまちづくりについてのあゆみをまとめ、活動や
取り組みを検証し、今後の組織の基盤強化と、地域
コミュニティの充実強化を図った。

2,727,000 1,554,917 57.0 1,554,917 1 1 100.0

主要な施策
（頁）

事業内容 事業額
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9 2 1 9 文化芸術推進課
エンジン０２鳥
取事務補助

一般会計
教育費・社会教育
費・文化振興費

エンジン０２鳥取
開催事業費
（Ｐ４６）

平成２３年度に開催した「エンジン０１オープンカ
レッジin鳥取」の成果を継承し、文化振興及び地域
の活性化につなげていくため「エンジン０２鳥取」
を開催し、広報や実行委員会参加団体との連絡調
整、運営マニュアル作成など、事業実施に向けた事
務処理を行った。

2,047,914 2,047,914 100.0 2,047,914 2 2 100.0

10 2 1 1 高齢社会課
認知症予防事務
補助

一般会計
民生費・社会福祉
費・老人福祉費

在宅老人福祉対策
費
（Ｐ３０）

要介護認定の原因疾患の上位にある認知症の対策を
推進するため、高齢者を対象に認知症に対する正し
い知識と予防、認知症の早期発見や重症化の予防に
取り組むための「認知症予防教室」を開催した。ま
た、「認知症フォーラム」を開催し、認知症に関す
る医療・予防・介護に関する情報を広く啓発を行っ
た。

2,458,961 2,086,996 84.9 2,086,996 1 1 100.0

11 2 1 10 障がい福祉課
災害時要援護者
支援制度事務

一般会計
民生費・社会福祉
費・社会福祉総務
費

災害時要援護者普
及促進事業費
（Ｐ２７）

災害時要援護者支援制度に取り組みをした地区が、
登録後５年を経過することにあたり、登録者全員に
対して、現在の登録状況の再確認と状況の変化の調
査を行った。また、現在の制度案内、防災に係る文
書等を送付し、災害時の避難体制の周知・徹底を図
り、調査・周知で得た結果に基づいて、制度の改善
を企画した。

2,720,446 2,001,446 73.6 2,001,446 1 1 100.0

12 2 1 2
保健医療福祉連
携課

メタボ予防未受
診者対策事業

国民健康
保険費

総務費・総務管理
費・一般管理費

事務費
（Ｐ６１）

特定健診において、一定の年齢に達した者に対し、
健診費用の無料クーポン券及び健診情報を配布し、
受診率向上を図るとともに、特定健診受診状況・健
診データ等の分析・特定保健指導の評価を行い、メ
タボリックシンドロームの予防・解消を図った。

3,539,101 1,998,893 56.5 1,998,893 1 1 100.0

13 2 1 2 保険年金課
国保医療給付適
正化事業

国民健康
保険費

総務費・総務管理
費・一般管理費

事務費
（Ｐ６１）

個別に管理していた「高額療養費資金貸付金の滞納
者リスト」、「不当利得の未返還者リスト」、「国
保料の滞納リスト」を突合し、国保関係未納者リス
トを新たに作成することで、国保窓口に給付等の申
請に訪れた未納者に納付勧奨しやすい体制を整え
た。併せて、「高額療養費資金貸付金の滞納者」、
「不当利得の未返還者」に対する督促、納付勧奨、
納付相談事業に必要な、準備、送付など補助的な業
務に集中的に取り組み、徴収業務のより一層の効率
化を図った。

2,145,480 2,035,995 94.9 2,035,995 2 2 100.0

14 2 1 2 保険年金課
国保医療費適正
化糖尿病予防啓
発事業

国民健康
保険費

総務費・総務管理
費・一般管理費

事務費
（Ｐ６１）

管理栄養士を配置し、糖尿病に対する徹底した予防
対策や重症化対策を施し、国保医療費の抑制及び低
減を図った。
（１）糖尿病予防啓発キャンペーンの実施
　血糖値検査を通して糖尿病に対する認識を深めて
いただくとともに栄養指導を実施した。
（２）出張糖尿病予防講座
　糖尿病における食事のコントロールの必要性及び
その手法等について出前講座を実施した。
（３）糖尿病予備群に対する栄養指導
　管理栄養士が糖尿病予備群の対象者宅を訪問し、
食事指導を通して重症化予防を図った。

1,858,872 1,364,470 73.4 1,364,470 1 1 100.0
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15 2 1 11 児童家庭課
児童手当支給効
率化事業

一般会計
民生費・児童福祉
費・児童福祉総務
費

児童手当費
（Ｐ３１）

児童手当の受付・相談窓口を増設し、手続きの利便
性を高めるとともに、所得確認や未申告者への督促
を図るための他市町村との調整、照会（調査）業務
を強化することで、支給事務の適正化を図った。併
せて、児童手当等の制度周知のため、現在作成・配
布している啓発冊子の内容充実を図るための各種資
料収集を行った。

3,182,895 2,984,679 93.8 2,984,679 3 3 100.0

16 1 1 11 1 児童家庭課
まちなか保育園
子育て支援事業

一般会計
民生費・児童福祉
費・保育所費

まちなか保育園子
育て支援事業費
（Ｐ３１）

保護者などの多様な保育ニーズへの対応や認可保育
園の待機児童対策となる保育サービスの提供による
子育てしやすい環境整備のための事業を実施した。

2,240,000 2,240,000 100.0 2,240,000 5 5 100.0

17 1 1 3 3
経済・雇用戦略
課

観光地おもてな
し環境整備事業

一般会計
民生費・社会福祉
費・老人福祉費

シルバー人材セン
ター助成費等
（Ｐ２９）

観光地や観光施設環境を改善することにより、本市
に訪れる観光客の「イメージアップ」の増進と「お
もてなしの心」の醸成を鳥取市内の観光施設に拡大
させた。

7,300,000 7,290,981 99.9 3,804,136 80 50 62.5

18 2 1 8
経済・雇用戦略
課

経済循環活発化
推進コーディ
ネーター

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

地域経済活性化促
進事業費
（Ｐ３９）

中心市街地の活性化を図るため、にぎわいを創出す
るための空き店舗対策を行うための調査や新規創業
を促す取り組み、地域内経済循環を活発化させる商
業・物流における取り組み、及び計量法に基づく事
務を行った。

2,440,459 2,314,459 94.8 2,314,459 1 1 100.0

19 2 1 8
経済・雇用戦略
課

食によるまちお
こし推進事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

地域経済活性化促
進事業費
（Ｐ３９）

鳥取市の食材を活かした鳥取創作料理制作、食のイ
ベント開催、食のブランド化の取組み等の支援を行
うことにより、食関連産業の活発化を図った。

2,360,357 2,360,357 100.0 2,360,357 1 1 100.0

22 1 1 8 1
経済・雇用戦略
課

雇用創造のため
の先進的・モデ
ル的事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

雇用対策事業費
（Ｐ３９）

求職者を雇用して新たな取り組みをしようとする市
内事業者を対象に、鳥取市雇用創造戦略方針の重点
事業に沿った先進的・モデル的な取組で、事業継続
性、雇用創造性がある事業の企画提案を募集し、市
が承認した事業を提案者に委託を行った。

147,749,052 81,478,024 55.1 81,478,024 52 52 100.0

25 1 2 4 1
経済・雇用戦略
課

雇用創造のため
の先進的・モデ
ル的事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

雇用対策事業費
（Ｐ３９）

求職者を雇用して新たな取り組みをしようとする市
内事業者を対象に、鳥取市雇用創造戦略方針の重点
事業に沿った先進的・モデル的な取組で、事業継続
性、雇用創造性がある事業の企画提案を募集し、市
が承認した事業を提案者に委託を行った。

46,870,850 23,842,998 50.9 23,842,998 16 16 100.0

26 1 3 4 1
経済・雇用戦略
課

雇用創造のため
の先進的・モデ
ル的事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

雇用対策事業費
（Ｐ３９）

求職者を雇用して新たな取り組みをしようとする市
内事業者を対象に、鳥取市雇用創造戦略方針の重点
事業に沿った先進的・モデル的な取組で、事業継続
性、雇用創造性がある事業の企画提案を募集し、市
が承認した事業を提案者に委託を行った。

104,224,190 60,959,960 58.5 60,959,960 40 40 100.0

27 2 1 8
経済・雇用戦略
課

鳥取市雇用創造
戦略推進事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

雇用対策事業費
（Ｐ３９）

雇用創造戦略方針に盛り込まれた事業及び先進的・
モデル的事業を推進するためのコーディネーターを
雇用し、戦略方針を強力に推進した。

9,089,315 8,247,904 90.7 8,247,904 5 5 100.0
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28 2 1 8
経済・雇用戦略
課

企業が求める人
材確保推進事業

一般会計
商工費・商工費・
商工業振興費

雇用対策事業費
（Ｐ３９）

市内企業が求める人材に係る情報収集・分析等を行
うとともに、市内企業のＰＲ用パンフレット等の製
作を行い、それら情報・ツールを使いながら、東
京、大阪に配置された移住支援相談員と連携し、県
外在住者へ情報発信を行っていくことで県外者の転
入及び地元企業就職を促進した。併せて、市内企業
等への市内企業PRを行うことで卒業生の地元就職の
促進を図り、もって地域経済の活性化を図った。

2,772,661 2,186,998 78.9 2,186,998 1 1 100.0

29 2 1 3
観光コンベン
ション推進課

新たな観光産業
創出事業

一般会計
商工費・商工費・
観光費

観光活動費
（Ｐ３９）

観光産業創出コーディネーターを設置し、観光に関
する新たな企画・商品開発等を行った。関係団体と
の連携を密にして観光行政の円滑な推進を図るとと
もに、首都圏や関西圏等での積極的な活動を行い、
鳥取市でのコンベンション開催の誘致に努めること
により、観光ＰＲと観光客の増加を図った。

1,857,704 1,657,756 89.2 1,657,756 1 1 100.0

30 2 1 3
鳥取砂丘・ジオ
パーク推進課

鳥取砂丘魅力向
上推進事業

一般会計
商工費・商工費・
観光費

鳥取砂丘管理事業
費
（Ｐ３９）

鳥取砂丘の大部分は、鳥取市が所有者であり、景観
改善等は所有者が行う必要がある。砂丘の保全・再
生等のための除草活動、林内伐採、清掃等の環境改
善業務をはじめ巡視等を行うとともに、鳥取砂丘の
利活用の推進を図った。鳥取県が配置している景観
保全推進員と一緒に業務を遂行した。

4,255,329 4,107,006 96.5 4,107,006 2 2 100.0

31 2 1 3
鳥取砂丘・ジオ
パーク推進課

山陰海岸ジオ
パーク事業

一般会計
商工費・商工費・
観光費

山陰海岸ジオパー
ク事業費
（Ｐ３９）

山陰海岸ジオパーク推進協議会と連携を図りなが
ら、山陰海岸ジオパークエリアの保護・保全、教
育、産業振興、ジオツーリズム、情報収集・発信に
関するプロジェクト及び各種イベントを実施した。
あわせて、4年毎の更新審査に向けて増加する国際
観光関連業務についての補助事務を行った。

4,465,919 4,197,777 94.0 4,197,777 2 2 100.0

32 2 1 5 農業振興課
地域農業実態調
査事業

一般会計
農林水産業費・農
業費・農業構造改
善事業費

地域農業実態調査
事業費
（Ｐ３７）

遊休農地の抑制と農地の有効利用を図り、低コスト
化による経営の改善を促すため、人・農地プランに
関する農業者等のアンケートを分析し、地元説明す
る資料（アンケート結果の意向や農地の利用状況を
反映させた農地利用図など）を作成及び、アンケー
ト結果の分析と地元説明資料の作成に必要な事務補
助員を配置し行った。

2,088,910 1,945,510 93.1 1,945,510 1 1 100.0

33 2 1 5 農業振興課
野生鳥獣被害防
止事業

一般会計
農林水産業費・林
産業費・林業総務
費

野生鳥獣被害防止
事業費
（Ｐ３７）

野生鳥獣による被害防止対を図るため、農作物等の
被害状況確認、捕獲確認、侵入防止柵等設置・撤去
作業、ツキノワグマの位置把握等の業務を行った。

4,429,251 3,969,882 89.6 3,969,882 3 3 100.0
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34 2 1 5 林務水産課
森林経営計画実
施事業

一般会計
農林水産業費・林
産業費・林業振興
費

造林事業費
（Ｐ３８）

平成25年４月から約1,000haの市行造林、市有林の
森林経営計画が開始した。新規に年間約30haの間伐
を実施することとなったため、間伐材を販売しなが
ら、費用対効果の高い市行造林の管理を実施するも
の。団地の現地調査や作業道配置など効率的な施業
を実施するため、補助職員を配置した。
また、市行造林の中には満期を迎えた契約が増えて
おり、早期に現地調査、地元協議し、処分しなけれ
ばならないこととなり、その処分業務も併せて行っ
た。

1,540,723 1,456,577 94.5 1,456,577 1 1 100.0

35 1 1 10 3 交通政策課
バスアテンダン
ト配置事業

一般会計
総務費・総務管理
費・交通対策費

公共交通利用促進
総合再編事業費
（Ｐ２５）

平成２３年３月に策定した南部地域新総合公共交通
計画に基づき、昨年１０月１日より鳥取市南部地域
において、バス路線再編による新しい総合公共交通
システムによる運行を開始している。
このバス路線再編では幹線と支線に分けた効率的な
運行を行うこととしているが、これにより発生する
乗継をスムーズに行うため、幹線と支線の結節点に
乗継拠点を整備するとともに、乗継拠点にバスアテ
ンダント（バス利用協力員）を配置し、乗降の手助
け・乗継案内などを行うことにより、高齢者等の乗
継に対する環境整備を図った。

1,672,000 1,631,872 97.6 1,631,872 8 8 100.0

36 1 1 10 3 交通政策課
公共交通満足度
調査事業

一般会計
総務費・総務管理
費・交通対策費

公共交通利用促進
総合再編事業費
（Ｐ２５）

路線バス等の利用満足度・改善要望等を調査するた
め、調査を委託し、バス乗降調査・聞き取りアン
ケート調査等を行った。

1,700,000 1,418,465 83.4 1,418,465 33 33 100.0

37 2 1 8 交通政策課
交通情報発信事
業

一般会計
総務費・総務管理
費・交通対策費

公共交通利用促進
総合再編事業費
（Ｐ２５）

バス・鉄道・空港・港等の利用促進のため、ホーム
ページの作成・更新、バス・JR乗継時刻表の作成、
利用者要望等の情報収集などの情報発信・情報収集
等を行った。

1,580,840 1,465,340 92.7 1,465,340 1 1 100.0

38 2 1 10 都市環境課
普通河川管理に
伴う基礎資料収
集作成事業

一般会計
土木費・河川費・
河川総務費

河川維持管理費
（Ｐ４１）

普通河川（法定外水路）の管理を円滑に行うため、
現況調査・既存資料の集約・危険個所の確認・河川
構造物の健全性について把握した。

1,475,788 1,392,250 94.3 1,392,250 1 1 100.0

39 2 1 10 都市環境課
市民に愛される
公園づくり調査
事業

一般会計
土木費・都市計画
費・公園管理費

公園管理費
（Ｐ４２）

市内の都市公園（138か所）のＰＲや公園ニーズ・
利用実態を調査した。あわせて、将来にわたる市民
参加型パークマネージメントを検討するための基礎
データを収集・蓄積を行った。

1,504,657 1,420,069 94.4 1,420,069 1 1 100.0

40 1 1 10 1 道路課
市道安心安全推
進事業

一般会計
土木費・道路橋梁
費・道路維持費

道路管理費
（Ｐ４０）

市道の安心安全を図るため、道路に関する要望等を
受け付ける相談窓口を一本化し、苦情・要望等に対
し、迅速かつ適切な対応を行った。

7,423,323 6,697,073 90.2 6,697,073 2 2 100.0
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41 2 1 4 道路課
環境にやさしい
道路維持補修計
画策定事業

一般会計
土木費・道路橋梁
費・道路維持費

道路管理費
（Ｐ４０）

本市では、平成１６年の合併により大幅に市道の路
線延長が増加している。これを適正に管理するた
め、街路灯、ガードレール、デリニエーターなどの
構造物や、舗装、陥没の改修歴などの調査を行っ
た。
①ガードレール、デリニエーターの予防修繕は、改
築のような廃物処理もなく、地球環境の保全に多大
な効果がある。
②蛍光灯が主体となっている防犯灯を、計画的に
LED灯へ交換することは、CO2の削減に効果が期待で
きる。

3,000,922 2,731,245 91.0 2,731,245 3 3 100.0

42 2 1 10 建築指導課
空き家調査業務
（詳細調査）

一般会計
土木費・土木管理
費・建築指導費

空き家対策事業費
（Ｐ４０）

平成24年度に市内全域を対象に行った空き家の調査
により、空き家の総数、位置図等は把握できたが、
調査内容はより多くの自治会の協力を得られ、より
多くの情報を得るために出来るだけ簡素な調査とし
て全自治会長へ調査依頼し、報告があった。その
データをもとに詳細な調査を行い、今後の空き家対
策に伴う施策を検討するための基礎資料とするた
め、臨時職員2人を雇用した。

3,332,256 3,006,256 90.2 3,006,256 2 2 100.0

43 2 1 4 下水道企画課
下水道財産調査
業務

一般会計
衛生費・保健衛生
費・環境衛生費

資産管理事業費
（Ｐ３４）

老朽化に伴う下水道資産（管渠、ポンプ場、処理場
等）の破損、腐食、道路陥没等の修繕費が増加して
いる。施設の末長い利用に繋げるため、予防的に施
設を修繕し延命化を図る「長寿命化計画」の策定が
急務であり、この計画の基礎資料となる資産データ
を作成、電算システムへの入力・分析し、「長寿命
化計画」の策定事務を行った。

2,083,948 1,843,908 88.5 1,843,908 1 1 100.0

44 2 1 4 生活環境課
環境基本計画事
業推進

一般会計
衛生費・保健衛生
費・環境衛生費

環境基本計画推進
費
（Ｐ３４）

鳥取市温室効果ガスの削減のため、地球温暖化対策
実行計画を平成２４年１１月に策定したが、その実
効性を高めるため、市役所内外から各種統計調査の
集約等進捗管理のための事務処理を行った。

2,058,176 2,009,476 97.6 2,009,476 1 1 100.0

45 2 1 12 学校教育課
学校生活支援員
配置事業

一般会計
教育費・教育総務
費・教育振興費

学校支援員配置事
業費
（Ｐ４３）

教職員の各種事務補助、教材等作成に関する作業補
助、特別に支援を要する児童生徒の学校生活のサ
ポートなどを行った。

27,816,064 27,781,770 99.9 27,781,770 15 15 100.0

46 2 1 12 体育課
学校給食アン
ケート調査事業

一般会計
教育費・保健体育
費・学校給食費

運営管理費等
（Ｐ４７）

児童生徒及びその保護者の家庭での食生活や学校給
食への評価や理解度を把握し、本市が取り組むべき
課題等を明確することにより、学校給食及び学校給
食を通じた食に関する指導や食育の充実を図るた
め、学校給食アンケート調査を実施した。

1,912,465 1,363,960 71.3 1,363,960 1 1 100.0

47 2 1 8
佐治町総合支所
地域振興課

佐治地域活性化
推進事業

一般会計
総務費・総務管理
費・企画費

新市域特別振興費
（Ｐ２５）

若者の転出に伴う少子高齢化や人口減少などの中山
間地域の課題が山積する中で、中山間地域推進員を
雇用し、地域住民と連携した滞在型観光の推進（農
家民泊家庭の拡大）、高齢者の買い物支援、グリー
ンツーリズム活動グループとの連携強化などにより
地域課題の解決や地域活性化の促進を図った。

863,944 863,944 100.0 863,944 1 1 100.0
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48 2 1 3
気高総合支所地
域振興課

気高地域振興推
進員設置事業

一般会計
総務費・総務管理
費・企画費

新市域特別振興費
（Ｐ２５）

「生姜や有機野菜などの特産品づくり」や「若手芸
術家によるまちおこし」などをはじめ、近年、住民
が主体となって取り組んでいる気高地域の地域振興
活動を強力に支援するため、気高地域振興推進員を
設置し、更なる地域活性化を推進した。また、地域
住民が新たに地域振興活動を円滑にスタートできる
よう支援を行った。
・気高地域における地域振興活動の支援
・気高地域における地域間交流活動の支援
・気高地域における地域情報発信活動の支援

1,454,300 1,285,635 88.4 1,285,635 1 1 100.0

49 1 1 10 1
青谷町総合支所
地域振興課

過疎地域・中山
間地域推進員設
置事業

一般会計
総務費・総務管理
費・企画費

地域振興対策費
（Ｐ２５）

大阪池田市との間で農産物販売に係る仕組みづくり
を行った。具体的には消費者、生産者側の組織をそ
れぞれ立ち上げ、直接取引による地域密着型の販
路・流通システムを構築した。

1,438,000 1,438,000 100.0 1,438,000 1 1 100.0

444,466,417 297,376,959 293,890,114 310 280

（注） 事業区分 １：委託事業　　２：直接実施事業
補助区分 １：重点分野雇用創出事業
／分野区分  　１：介護　　２：医療　　３：観光　　４：環境、エネルギー　　５：農林水産　　６：地域社会雇用

　７：未就職卒業者を対象とする事業のうち１～６及び８～１２の分野に該当しないもの　　８：産業振興　　９：文化・スポーツ
　１０：暮らしの安全・安心　　１１：子育て　　１２：教育・研究
２：震災等緊急雇用対応事業
３：起業支援型雇用創造事業
　１：介護・福祉　　２：子育て　　３：医療　　４：産業振興　　５：情報通信　　６：観光　　７：環境　　８：農林漁業
　９：治安・防災　　１０：教育・文化　　１１：その他

委託先区分 １：民間企業　　２：ＮＰＯ法人　　３：その他

財源は、100％県補助金（市町村緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金）
№ 3の財源については、2,184,475円が市町村緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金
№ 6の財源については、4,713,725円が市町村緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金
№ 8の財源については、2,264,317円が市町村緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金

合　　　　　計


